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「廃棄物処理法違反の罪をめぐる解釈論的諸問題－不法投棄罪を中心に－」
 岡山大学大学院法務研究科教授
 神　例　康　博
１．はじめに
　本稿では、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」違反の罰則を概観するとともに、比較的近時
の判例で問題となった事案を素材として、その解釈論上および理論上の諸問題について若干の検討
を行うこととしたい1。具体的には、廃棄物の意義をめぐり「おから」が「不要物」といえるかが争
われた最高裁平成11年３月10日決定（所謂「おから」事件）、野積み行為をもって「捨てた」とい
えるかが争われた最高裁平成18年２月20日決定、中間貯蔵施設への搬入をもって「捨てた」といえ
るかが争われた最高裁平成18年２月28日決定、野積み行為と覆土行為との関係が問われた東京高裁
平成21年４月27日判決を対象とする。
２．廃棄物処理に関する刑罰法規
（１）廃掃法罰則の概要
　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（廃棄物処理法。以下、単に「廃掃法」という）は、昭和
45（1970）年のいわゆる「公害国会」（第64回国会）において、公害犯罪処罰法、海洋汚染防止法、
水質汚濁防止法などとともに制定されたもので、一般廃棄物と産業廃棄物とを区分して、それぞれ
の処理体系を整備したものである2。同法１条には、廃掃法の目的として「生活環境の保全及び公衆
衛生の向上を図ること」が掲げられている。廃掃法の前身である清掃法（昭和29年）では、その目
的は「公衆衛生の向上」のみであったが、平成３（1991）年の改正により「生活環境の保全」の観
点が加わり、現在では、こちらが法律の主要な目的となっていると評価されている3。
　さて、廃掃法の罰則規定は、廃掃法１条の目的、すなわち、廃棄物の排出抑制とその適正な処理
をし、ならびに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るとい
う環境行政上の目的を達成するためのものであり、廃掃法25条以下に規定されており、①許認可等
1　本稿は、平成26（2014）年２月22日に岡山大学において開催された、岡山大学法科大学院弁護士研修センター
（OATC）主催第３回行政法実務研究会（当日の統一テーマ「廃棄物処理を巡る法的諸問題」）での報告原稿をも
とに加筆等を施したものである。当日は、廃棄物処理行政に携わる多くの会員から法運用の現状と課題について
非常に有益な教示を得た。記して感謝申し上げたい。
2　大塚直『環境法（第３版）』（2010年）451頁。
3　大塚・前掲注（２）455頁。
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の行政措置の実効性を担保するもの（無許可営業、処理施設の無許可設置、無許可輸入）、②行政
機関の命令その他の処分の実効性を確保するもの（業務停止命令違反）、③法令上の作為義務の履
行の実効性を担保するもの（帳簿備え付け・保存義務の不履行、届け出義務の不履行、報告義務の
不履行等の処罰）、④直接的な禁止違反行為を処罰するもの（不法投棄、不法焼却）、に分類するこ
とができる。これらのうち、①②③の類型は、犯罪の成立を行政法規および行政行為に従属させる
ものであり、行政従属型の罰則規定である。これに対し、④の類型は、一定の行為を直接処罰する
もので、行政従属性に依存しない、直罰型の罰則規定である。
　刑罰は、最も重いもので、５年以下の懲役若しくは1000万円以下の罰金またはこれらが併科され
る。無許可営業、不法投棄、不法焼却、廃棄物の無確認輸出などの行為が、これに該当する。さら
に、無許可営業、無確認輸出、不法投棄、不法焼却など、一定の犯罪については、両罰規定が設け
られている。両罰規定とは、事業活動について犯罪行為が行われた場合、犯罪行為を行った行為者
だけではなく事業主も処罰するという規定であり、問題となる事業主は通常法人事業主であること
から、法人処罰規定として位置づけられるものである。刑法典における犯罪については、法人は処
罰の対象とはならないが、いわゆる行政刑法の罰則規定には両罰規定をもつものが多く存在する4。
（２）廃掃法罰則の近時の改正動向
　次に、廃掃法罰則の近時の改正動向を概観しておこう。
　平成12年（2000）年改正（平成12年法律第105号）5では、不法投棄罪について、それまで一般廃
棄物と産業廃棄物とで異なっていた罰則規定を統合し、５年以下の懲役若しくは1000万円以下の罰
金又はこれらの併科と強化するとともに、産業廃棄物管理票の不交付、不法焼却罪等の罰則が新設
4　廃掃法以外にも、例えば、海洋汚染防止法、港則法、軽犯罪法などが、廃棄物、廃物に関する罰則規定を設けて
いる。
　　海洋汚染防止法は、「廃棄物」を「人が不要とした物（油及び有害液体物質等を除く。）をいう。」と定義し（同
法３条６号）、適用除外事由にあたる場合を除き、「何人も、海域において、船舶から廃棄物を排出してはならない。」
（法10条）と規定している。罰則は、故意犯について1000万円以下の罰金（法55条１項４号）、過失犯については
500万円以下の罰金（法55条２項）である。法人等の業務に関してなされた場合には、法人等には各本条の罰則が
科される（59条）。なお、「人が不要とした」とは、人が占有の意思を放棄し、かつ、その所持から離脱せしめるこ
とをいうと解されている（藤永幸治編『シリーズ捜査実務全書10環境・医事犯罪』〔1999年〕93頁参照）。
　　港則法は、第24条において「何人も、港内又は港の境界外一万メートル以内の水面においては、みだりに、バラ
スト、廃油、石炭から、ごみその他これに類する廃物を捨ててはならない。」と規定している。「廃物」とは、不要
物であることを要せず、「捨てる」という行為があれば、その対象物が有価物であっても「廃物」となる（藤永編・
前掲書105頁参照）。罰則は、３月以下の懲役又は30万円以下の罰金である（39条４号）。両罰規定の適用はない。
　　さらに、軽犯罪法は、公共の利益に反してみだりにごみ、鳥獣の死体その他の汚物又は廃物を棄てた者を処罰す
る規定を設けている（法１条27号）。罰則は、拘留又は科料である。
5　同改正については、吉野智「『廃棄物の処理及び清掃に関する法律及び産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の
促進に関する法律の一部を改正する法律』の概要」ジュリスト1184号（2000年）20頁参照。
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されたほか、廃棄物の無確認輸出について、これまでの50万円以下の罰金から３年以下の懲役若し
くは300万円以下の罰金又はこれらの併科と大幅に強化するなどの改正が行われた。さらに、本改
正法により、組織犯罪処罰法（平成11年法律第136号）の一部が改正され、無許可処理、不法投棄
等により得た財産は同法における「犯罪収益」（同法２条２項）にあたることとなった（別表42。
現在の別表50）6。
　平成15（2003）年改正（平成15年法律第93号）7では、不法投棄及び不法焼却の未遂罪が創設された。
　平成16（2004）年改正（平成16年法律第40号）8では、不法投棄・不法焼却の目的で廃棄物を収集
運搬した者について、３年以下の懲役もしくは300万円以下の罰金またはこれらが併科されること
になった（26条６号）。予備的行為を独立の犯罪としたのもので、前年の平成15年改正で新設され
た不法投棄・不法焼却の未遂罪をさらに前倒しで処罰するものである。
　平成17（2005）年改正（平成17年法律第42号）9では、①産業廃棄物管理票制度の罰則強化（50万
円以下の罰金から、６月以下の懲役又は50万円以下の罰金に強化）、②無許可営業にかかる法人重
罰規定の創設（１億円以下の罰金）、③無許可輸出に係る未遂罪・予備罪の創設、④無許可輸出に
かかる罰則強化（３年以下の懲役又は300万円以下の罰金から、不法投棄等と同様、５年以下の懲
役又は1000万円以下の罰金）と法人重罰規定の創設（１億円以下の罰金）などの改正がなされた（大
塚・環境法455頁）。
　平成22（2010）年改正（平成22年法律第34号）10では、不法投棄等に対する罰則が強化され、法
人に対する罰則が従来の１億円以下の罰金から３億円以下の罰金に引き上げられた。
３．廃掃法罰則をめぐる刑事判例とその解釈論的・理論的諸問題
　以下では、廃掃法罰則をめぐる近時の刑事判例を素材としつつ、その解釈論的・理論的諸問題に
ついて簡単な検討を加えることとする。
（１）廃棄物の意義
　廃掃法における「廃棄物」の意義については、廃掃法２条に定義規定が置かれており、同法２条
２項は、「廃棄物」とは、「ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動
6　この点については、不法収益の没収に組織犯罪処罰法が活用されることが期待されたものの、不法投棄による犯
罪の収益の範囲を確定しにくいことから期待はずれにとどまっているとの評価もなされている。大塚・前掲注（２）
486頁参照。
7　同改正については、環境省廃棄物・リサイクル対策部「「廃棄物処理法の一部改正」及び「産廃特措法」について」
ジュリスト1256号（2003年）60頁参照。
8　同改正については、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部「廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改
正する法律」ジュリスト1274号（2004年）51頁参照。
9　同改正については、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部「廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を
改正する法律」ジュリスト1299号（2005年）96頁参照。
10　同改正について、大塚直「廃棄物処理法の2010年改正について」ジュリスト1410号（2010）38頁参照。
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物の死体その他の汚物又は不要物であって、固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによって
汚染された物を除く。）をいう」と規定している。問題となるのは、「不要物」とは何か、という点
である。特に、不要物かどうかは占有者の主観を離れて客観的に決まるのか、それとも、占有者の
意思も踏まえて判断されるのかが問題となる。この点が争われたのが、岡山県で問題となり、最高
裁まで争われた所謂「おから」事件である。
　事案の概要は以下のとおりである。すなわち、被告人は、豆腐製造業者から処理料金を徴収して
「おから」の処理委託を受けて、岡山県内等に設置した工場において「おから」を乾燥処理して飼料・
肥料を製造していたところ、「おから」が産業廃棄物であれば、業として「おから」を収集、運搬、
処分するためには、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許可が必要となる。しか
し、本件では、被告人はその許可を受けていなかった。製造された飼料・肥料は、品質に問題があ
り、ほとんど売却できなかったようで、多くは特定の肥料業者に無償で引き取られていたようであ
るが、特に岡山県では、周辺住民による悪臭への苦情を契機として、「おから」の乾燥処理には産
業廃棄物処理業の許可が必要である旨の通知を受けていた。そのため、無許可で産業廃棄物の収集、
運搬および処分を業として行ったとして、無許可営業罪に問われたというものである。被告人は、
一貫して、「おから」は食用や肥料などに広く利用されている有用な資源であり、産業廃棄物には
該当しないと主張したが、最決平成11・３・10刑集53巻３号339頁11は、「『不要物』とは、自ら利
用し又は他人に有償で譲渡することができないために事業者にとって不要になった物をいい、これ
に該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び事業者
の意思等を総合的に勘案して決するのが相当である。」と判示し、「不要物」か否かは占有者（事業
者）の意思も踏まえて判断されるとしたうえで、「おからは、豆腐製造業者によって大量に排出さ
れているが、非常に腐敗しやすく、本件当時、食用などとして有償で取り引きされて利用されるわ
ずかな量を除き、大部分は、無償で牧畜業者等に引き渡され、あるいは、有料で廃棄物処理業者に
その処理が委託されており、被告人は、豆腐製造業者から収集、運搬して処分していた本件おから
について処理料金を徴していたというのであるから」、おからは「不要物」に当たり、「産業廃棄物」
に該当するとして、無許可営業罪の成立を認めた。
　「不要物」の意義については、周知のように、所管官庁である厚労省（旧厚生省）は、廃掃法施
行当時、「廃棄物」を「汚物又はその排出実態等からみて客観的に不要物として把握できるもの」12
11　評釈として、伊東研祐「判批」判評494（判時1700）号（2000年）230頁、岩橋健定「判批」法教228号（1999年）
130頁、黒川哲志「判批」『平成11年度重要判例解説』（2000年）47頁、山田洋「判批」ジュリスト1158号（1999年）
89頁、秋吉淳一郎・最判解刑事篇平成11年度66頁、辰井聡子「判批」ジュリスト1212号（2001年）124頁、田村
泰俊「判批」『環境法判例百選』（2004年）124頁、田村泰俊「判批」法学新報107巻５・６号（2000年）199頁、本
田稔「判批」法セミ45巻12号（2000年）116頁など。
12　昭和46年10月16日環整43号厚生省環境衛生局長通知。
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と解釈し、「客観的に汚物又は不要物として観念できる物であって、占有者の意思の有無によって
廃棄物又は有用物となるのではない」13と明言していた。しかし、昭和52（1977）年に至ってこれ
を改め、「占有者が自ら利用し又は他人に有償で売却することができないために不要になった物を
いい、これらに該当するか否かは、占有者の意思、その性状等を総合的に勘案すべき」とするに至っ
た14。おから事件最高裁決定は、このような立場を採用するものと評価されている15。もっとも、本
件では、総合判断という枠組みを用いつつ、被告人が処理料金を徴して「おから」を引き取ってお
り、それが通常のあり方であることが、廃棄物とする決め手となっているといえよう16。なお、そ
の後の裁判例として、家屋解体工事により生じた木くずのうちチップ原料用に選別されて再生利用
としてチップ製造を行う業者に無償で処分を委託されたものが法２条４項にいう「産業廃棄物」に
当たるかについて、法律施行令２条２号にいう「木くず」に形式的に該当するものの、「本件当時、
家屋解体等により生じた木くずについては、有料でつまり料金を支払って廃棄物処理業者にその処
理を委託するのが通常であり、……通常の意味で、本件木材に取引価値はなかった」として、廃棄
物と認定したものがある（東京高判平成20・４・24判タ1294号307頁17。さらに、東京高判平成20・５・
19判タ1294号312頁）。
　他方、学説においても、廃棄物・不要物の概念は「法令の枠組みの中で、客観的・外部的事情に
よって決定されるべき性質のものであり、占有者の主観を容れて判断されるべきものではない」と
して、客観的基準により判断すべきとする見解も主張されているが18、「不要物」かどうかは占有者
の意思も含めて考えるべきであるというのが通説的理解であるといえよう19、20。生態学的環境への影
響という観点を重視するならば、環境への負荷の有無・程度（有害性）が規制対象を画する基準と
なりうるが、不要かどうかは有害かどうかとは直接かかわらず、また、そもそも、不要かどうかと
いう基準そのものが客観的判断になじまないといえるため、「不要物」かどうかをもっぱら客観的
13　昭和46年10月25日環整45号厚生省環境衛生局環境衛生課長通知。
14　昭和52年３月26日環計37号厚生省環境衛生局水道環境部計画課長通知。
15　伊東・前掲注(11)232頁、秋吉・前掲注(11)71頁参照。
16　山田・前掲注(11)90頁。
17　評釈として、森田邦郎「判批」研修723号（2008年）81頁。
18　中山研一ほか編著『環境刑法概説』（2003年）242頁［神山敏雄］、大山弘「判批」神戸学院法学36巻１号（2006年）
52頁。
19　伊藤栄樹ほか編『注釈特別刑法(７)』（1987年）232頁[古田佑紀]は、「廃棄物に当たるか否かは、その物の性状、
保管及び排出の状況、取引価値の有無、通常の取引形態等の客観的な諸事実に、これらの要素からみて、社会通
念上合理的に認定し得る占有者の意思も加えて総合判断し、生活環境の保全及び公衆衛生上の観点から廃棄物と
して扱うべきか否かを個別・具体的に決するほかない」とする。さらに、平野ほか編『注解特別刑法３Ⅱ』（1985
年）５頁[土本武司]など。
20　「廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡できないために不要になった物をいい、これらに該
当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的
に勘案して判断すべきものである」（環境省）。
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に判断することは困難であると思われる。問題はむしろ、「不要物」を「廃棄物」の定義の核心部
分としつつ、不要性を規制対象の基準としていること自体にあるように思われる。
（２）「みだりに」の意義
　廃掃法16条は、「何人も、みだりに廃棄物を捨ててはならない。」と規定し、それを受けて、法25
条１項14号は、「第16条の規定に違反して、廃棄物を捨てた者」を５年以下の懲役若しくは1000万
円以下の罰金に処し、又はこれを併科するとしている。もっとも、「みだりに」の意義と「捨てた」
の意義、および、両要件の関係は必ずしも明らかではない。なお、「みだりに…してはならない」
との文言は、廃掃法16条の他、覚せい剤取締法41条21、41条の２22、道路交通法26条の２23、76条24など
にも見られる。
　廃掃法16条の「みだりに」の意義に関し、最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁25は、産業廃
棄物を工場敷地内に野積みした行為について、「生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るという
法の趣旨に照らし、社会的に許容されるものと見る余地はない」として、「『みだりに』廃棄物を捨
てる行為」に当たるとしている。本決定によれば、「みだりに」とは、「生活環境の保全及び公衆衛
生の向上を図るという法の趣旨に照らし、社会的に許容され」ない態様をいうことになろう。学説
においても、「不法投棄として処罰するためには、少なくとも環境あるいは公衆衛生の保全を具体
的に侵害する危険がある場合に限って解釈運用すべきである」という観点から、「みだりに」を、「環
境あるいは公衆衛生の保全を侵害するおそれのある行為態様で」と解すべきであるとの見解も主張
されている26。
　ところで、覚せい剤取締法の「みだりに」所持する、道路交通法の「みだりに」進路を変更する、
「みだりに」物件を設置するなどの解釈においては、「所持」「変更」「設置」が事実的客観的に捉え
ることの可能な概念であることから、「みだりに」を「所持」「変更」「設置」に違法性を付与する
独自の要素と捉えることは可能であろう。これに対し、廃掃法16条の「捨てる」については、それ
21　「覚せい剤を、みだりに、本邦若しくは外国に輸入し、本邦若しくは外国から輸出し、又は製造した者…は、10
年以上の有期懲役に処する。」
22　「覚せい剤を、みだりに、所持し、譲り渡し、又は譲り受けた者…は、10年以下の懲役に処する。」
23　「車両は、みだりにその進路を変更してはならない。」
24　道交法76条１項は、「何人も、信号機若しくは道路標識等又はこれらに類似する工作物若しくは物件をみだりに
設置してはならない。」と規定し、第３項は、「何人も、交通の妨害となるような方法で物件をみだりに道路に置
いてはならない。」と規定している。
25　評釈として、長井圓「判批」NBL834号（2006年）25頁、岡部雅人「判批」法時78巻12号（2006年）108頁、小名
木明宏「判批」刑事法ジャーナル10号（2008年）157頁、阿部鋼「判批」法学新報115巻３＝４号（2008年）279頁、
谷直之「判批」受験新報673号（2007年）22頁、前田巌「判解」最判解刑事篇平成18年度75頁、辰井聡子「判批」『環
境法判例百選（第２版）』（2012年）138頁など。
26　中山ほか・前揭注（18）239頁。
研究ノート
－121－
自体規範的評価を含みうる概念であり、それゆえ、「みだりに」の意義として展開された解釈論を「捨
てる」の解釈に還元することも可能であろう。すなわち、「生活環境の保全及び公衆衛生の向上を
図るという法の趣旨に照らし、社会的に許容され」ない態様での管理放棄行為を「捨てる」と理解
することも可能であると思われる。このように、「捨てる」の解釈如何によっては「みだりに」は
固有の意義をもたないことにもなり得る（実際、判例は、後述するように、「捨てる」をかなり実
質的に捉えているといえよう）。そこで、廃掃法16条の「みだりに」の意義については、「捨てる」
との関係、とりわけ、「みだりに」が「捨てる」とは異なる要件として固有の機能を果たし得るか
が解釈論上問題となると思われる。
　判例は、後述するように、「捨てる」を事実上の管理・支配権の放棄と捉えたうえで、「みだりに」
を、当罰的行為を絞り込む要件と捉えている27。しかし、結論から述べれば、両者がそれぞれ独立
した評価要素として機能するかについては疑問が残る。管理を放棄したかどうかの判断においても、
「生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るという法の趣旨に照らし、社会的に許容され」ない態
様か否かを考慮せざるを得ないと思われるからである。福島地会津若松支判平成16・２・２判時
1860号157頁28は、「廃掃法16条にいう『捨て』（る）とは、廃棄物を最終的に占有者の手から離し
て自然に還元することをいい、また、同条にいう『みだりに』とは「生活環境の保全及び公衆衛生
の向上の見地から社会通念上許容されないことを意味する。これらに
0 0 0 0
該当するかどうかは、行為の
態様、当該物の性質、量、管理の状況、周囲の環境、行為者の内心の意図等の行為の客観、主観面
を総合し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上という廃掃法の趣旨と社会通念に照らして、個別具
体的に決せられる。」（傍点は筆者）と判示したうえで、廃物利用の場合には、「その方法としての
有効性、物の管理の状況、環境への影響、行為者の主観的意図等の諸般の事情を総合して判断され
る」としている。「行為の態様、当該物の性質、量、管理の状況、周囲の環境、行為者の内心の意
図等の行為の客観、主観面を総合し」て「みだりに捨て（た）」かどうかを判断すべきとする趣旨
と思われる。そして、両要件の融合は、「捨てる」の意義について、「最終的に」「自然に還元する」
という要素を不要とする判例の理解においては、一層顕著になるように思われる。なぜなら、「捨
てる」という意味での管理の放棄に当たるかどうかは「行為の態様、当該物の性質、量、管理の状
況、周囲の環境、行為者の内心の意図等」を踏まえて判断せざるを得ないであろうし29、他方、管
理の放棄が「生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るという法の趣旨に照らし、社会的に許容さ
27　多和田隆史「判解」最判解刑事篇平成18年度192頁。
28　評釈として、大山・前揭注（18）52頁。
29　最決平成18・２・20も、①被告人らが「廃棄物を積み上げてある場所に運ぶ作業自体を、『捨てる』とか『穴に
捨てる』などと表現していたこと、②「四散したり含有されるフッ素等の物質が空中や土中に浸出したりしない
ように防止措置を講じ、あるいは廃棄物の種類別に分別するなどといったような管理の手は全く加えられず、山
積みの状態のまま相当期間にわたり野ざらしにされていた」ことを踏まえて、「その態様、期間等に照らしても、
仮置きなどとは認められず、不要物としてその管理を放棄したものというほかはない」と判示している。
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れ」ない態様かどうかを判断するにおいても「行為の態様、当該物の性質、量、管理の状況、周囲
の環境」といった事情を考慮せざるを得ないと思われるからである。それゆえか、後に検討する最
高裁平成18・２・28決定のように、「捨てる」を管理の放棄と捉える判例の中にも「みだりに捨てる」
にあたるかどうかを総合的に判断していると思われるものもみられる30。「捨てる」の意義について、
「最終的に」「自然に還元する」という要素を不要とする判例の理解においては、「みだりに」の要
件と「捨てる」の要件とは、実際上は不可分の評価となりうるように思われる。
（３）「捨てた」の意義
　「捨てる」の意義については、廃棄物を最終的に占有者の手から離して自然に還元することをいい、
「処分する」ことと同義であると説明されることがある31。「捨てる」の要件として最終性が必要で
あるとすれば、「捨てる」とは最終処分の意味に解されることになろう。もっとも、後に見るように、
判例は、最終性の要素を除外し、さらに、自然に還元することも必要ではないとして、「不要物と
してその管理を放棄」（最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁）することと捉えている32。つまり、「最
終的に占有者の手から離して自然に還元する」という字義通りの意味よりもかなり前倒しをして「捨
てる」と評価しているといえよう。問題はその当否である。併せて、「捨てる」にあたるかどうか
について、行為者の主観を考慮すべきかどうかも問題となる33。
　さて、「捨てる」に当たるかについては、二つの最高裁決定が重要である。一つは、自己の工場
敷地内に産業廃棄物を野積みした行為が「捨てる」に当たるかが争われた前出の最高裁決定であり、
もう一つは、「一般廃棄物であるし尿を含む汚泥」と「産業廃棄物たる汚泥」の混合物を一般廃棄
物として中間所蔵施設に搬入した行為が「みだりに廃棄物を捨て」る行為に該当するかが争われた
ものである。
　まず、自己の工場敷地内に産業廃棄物を野積みした行為が「みだりに」「捨てる」に当たるかが
問題となった最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁からみてみよう。事案は以下のようなものであっ
た。被告人は、アルミニウム再生精錬事業を営む会社の常務取締役兼工場長として、工場の業務を
統括管理していたところ、アルミニウム再生精錬過程から生じる汚泥、金属くず等の産業廃棄物に
30　小名木・前掲注(25)163頁参照。
31　廃棄物法制研究会編『廃棄物処理法の解説』（1999年）A378頁。
32　大塚・前掲注(２)481頁は、最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁の参照を求めつつ、「『捨てる』とは、廃棄物
を占有者の手から離して自然に還元することまで必要ではなく、廃棄物を『不要物としてその管理を放棄』する
ことをいう」とする。
33　最決平成18・２・20刑集60巻２号182頁の第１審判決（福島地会津若松支判平成15年12月３日）は、「『捨て』（る）
とは、廃棄物を占有者の手から離して自然に還元することをいうが、これに該当する行為かどうかも、生活環境
の保全及び公衆衛生の向上という法の趣旨を踏まえ、社会通念に照らして、行為の主観、客観面を総合して決せ
られる。したがって、単に行為者が内心で捨てる意思がなかったというだけで、これに該当しなくなるというも
のではない。」とし、「行為の主観、客観面を総合して」判断するとしている。
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ついて、昭和51年頃より、廃棄物処理業者に処分を引受けてもらえないものを工場敷地内に掘られ
た素掘りの穴に埋め、穴が一杯になると表面を覆土し、あるいはコンクリート舗装するなどして処
理していた。もっとも、その都度穴に投入するというのではなく、いったん穴のわきに積み上げ、
ある程度の量がたまったところで、ショベルローダー等により穴の中に押し込んで投入するという
手順がとられていた。そして、被告人らは、廃棄物を積み上げ場所に運ぶ作業自体を、「捨てる」
とか「穴に捨てる」などと表現していた。この、工場従業員らをして投棄用の穴の脇に廃棄物を運
ばせ積み上げさせる行為、いわゆる野積み行為が、「廃棄物をみだりに捨て」た行為に当たるかど
うかが問われた。
　被告人らは、会社の保有する工場敷地内に積み置いただけであり、廃棄物をみだりに捨てたもの
ではないと主張したが、最高裁はその主張を斥け、「本件各行為は、本件汚泥等を工場敷地内に設
けられた本件穴に埋め立てることを前提に、そのわきに野積みしたというものであるところ、その
態様、期間等に照らしても、仮置きなどとは認められず、不要物としてその管理を放棄したものと
いうほかはないから、これを本件穴に投入し最終的には覆土するなどして埋め立てることを予定し
ていたとしても、法16条にいう『廃棄物を捨て』る行為に当たるというべきである」と判示した。
つまり、本決定は、「不要物としてその管理を放棄した」ことをもって「捨てた」と捉えた。
　次に、中間所蔵施設に搬入する行為が「捨てる」に当たるかが問題となった、最決平成18・２・
28刑集60巻２号269頁34についてみてみよう。事案は以下のようなものであった。被告人は、一般
廃棄物収集運搬業の許可及び産業廃棄物収集運搬業の許可を受けた業者であったが、福岡市庁舎の
平成14年６月と12月に行われる２回の庁舎内汚水槽及び雑排水槽からの汚泥の収集、槽内清掃作業
を入札により受注した。作業内容は、庁舎内の水洗トイレからのし尿を含む排水の流れ込む「汚水
槽」の汚泥は「一般廃棄物」として「汚水車」でし尿処理施設へ、庁舎内の雑排水の流れ込む「雑
排水槽」の汚泥は「産業廃棄物」として「産廃車」で中間処理業者へそれぞれ搬入するというもの
であり、「産業廃棄物」としての汚泥については、中間処理業者による焼却等の中間処理を経た後、
その委託する処理センターにおいて最終処分することとされていた。しかし、被告人は、２回の作
業の際、いずれも、収集の段階から「汚水車」、「産廃車」の区別なく、汚水槽の一般廃棄物たるし
尿を含む汚泥と雑排水槽の産業廃棄物たる汚泥とを混合して収集し、その混合物の大半（１回目が
約16.86ｔ、２回目が約17.53ｔ）を一般廃棄物たるし尿を含む汚泥としてし尿処理施設へ搬入し、
残余の混合物を産業廃棄物たる汚泥として上記中間処理業者へ搬入した。なお、本件し尿処理施設
では、受入口から投入されたし尿等は、本件し尿処理施設内において破砕され、きょう雑物が除去
されるなどの処理を経た上で、福岡市の下水道処理施設でもある中部水処理センターに配管を通じ
34　評釈として、長井圓「判批」NBL834号（2006年）25頁、岡部雅人「判批」法時79巻10号（2007年）97頁、小名
木明宏「判批」刑事法ジャーナル10号（2008年）157頁、阿部鋼「判批」法学新報115巻３=４号（2008年）261頁、
多和田隆史「判解」最判解刑事篇平成18年度182頁など。
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て圧送され、同所で最終的に処理することとされていた。本件では、し尿処理施設への２回にわた
る搬入行為が、「廃棄物をみだりに捨てた」行為にあたるとして起訴された。
　被告人は、「産業廃棄物」かどうかも争ったが、加えて、本件行為は中間処理に供したにすぎず
最終処分とはいえないから「捨てた」ことにはならないとの主張を展開した。最高裁は、この点に
関する判断を明示するものではないが、「混合物全量について、法16条にいう『みだりに廃棄物を
捨て』る行為を行ったものと認められ、不法投棄罪が成立する」としており、前出の最高裁決定（最
決平成18・２・20刑集60巻２号182頁）と同様の解釈を前提とするものと思われる35。なお、本件では、
混合された産業廃棄物についてのみ本罪が成立するのか、混合物すべてについて成立するのかも問
題となるが、最高裁は、混合物全量について成立するとしている。
　このように、判例は、「捨てた」の解釈について、最終処分性も、自然に還元することも求めて
いない。このような解釈は、不法投棄罪に未遂罪処罰規定がなかった法状況下では、「捨てた」の
語義の可能な範囲内の解釈といえるかなど、刑罰法規の解釈として妥当かの問題はあるものの、不
法投棄事案への対応という点では、処罰の間隙を埋めるという意味で一定の意義を有するものとい
い得た。しかし、平成15年の廃掃法改正を経て、現行法では、未遂処罰にとどまらず、予備罪まで
処罰可能となっている。このような法状況下においては、「捨てた」の解釈を前倒しすることは、
後述する野積み行為と覆土行為との関係におけるように、最終処分行為との関係をどのように評価
するかという問題を生じさせることになるといえよう。最高裁の解釈を現行法制度の下でも維持す
るのが妥当かどうか、なお検討を要しよう36。
（４）野積み行為と覆土行為との関係
　最後に、野積み行為を「捨てた」と解釈した場合、その後の覆土行為はどのように評価されるの
かが問題となった高裁判例をみてみよう。
　事案は、共犯者が解体工事で生じた廃棄物を運び込んで置いておいたところ、被告人が共犯者と
共謀して、周囲から見えないように覆土したというものであり、検察官は被告人の覆土行為につい
35　岡部・前掲注(34)「判批」99頁参照。
36　「最終的に」「自然に還元させる」という要素を要求することについては、「最終的に」という要素を要求すれば、
放置状態にあるのに回収・再利用も予定されてないではないため、未必的な投棄意思が問題となる場合に困難な
問題が生じるとされ、他方、「自然に還元させる」という要素を要求すれば、不要となった家財道具をアーケー
ドのある商店街の歩道上に放置するなどの行為について、「占有者の手から離し」たとはいえるが、「自然に還元
させる」状態に置いたとはいえないという問題を生じるとの指摘がある。前田・前掲注(25)92頁参照。
　　　これらの指摘は、未遂犯処罰規定や予備罪処罰規定の導入によって意義を失うものではない。しかし、前者に
ついては、この種の行為を「捨てる」という概念によって捕捉することが「捨てる」という語義の可能な範囲に
なるといえるか（廃掃法が捕捉しようとする事態を「捨てる」という概念でとらえることが立法技術上そもそも
適切なのか）が問題であるように思われるし、後者については、不法投棄罪、廃掃法罰則の保護法益をどのよう
に解するかという問題に帰着しよう。
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て、「みだりに捨てた」行為に当たるとして起訴した。
　東京高判平成21・４・27東京高等裁判所（刑事）判決時報60巻１～12号44頁37は、被告人の主張、
すなわち、同一の廃棄物の管理を放棄する行為は１つの行為と考えるのが相当であり、先行行為に
より不要物として管理を放棄した以上、後行行為につき投棄行為として認定することはできないと
の主張を退け、以下のように判示した。すなわち、「平成18年判例（最決平成18・２・20刑集60巻
２号182頁：筆者注）は、問題となった具体的行為（産業廃棄物の野積み行為）について、不要物
としてその管理を放棄したものというほかないから、最終的に覆土するなどして埋め立てることを
予定していたとしても、廃棄物処理法16条にいう『廃棄物を捨て』る行為に当たるとしたものであっ
て、最終的な処分行為である覆土などによる埋め立て行為が不法投棄罪に当たらないとしたもので
はない。同判例は、その意味では事例判例であって、廃棄物を捨てる行為とは、不要物としてその
管理を放棄する行為であり、それ以外には及ばないとして、当該行為の外延を画したものと解すべ
きではない。そうしないと、本件の後行行為のように廃棄物を最終的に自然に還元させる典型的な
処分があっても、先行行為として廃棄物を原判示の土地に運び込んで、これを置く行為をすれば、
後行行為は、不法投棄罪に当たらない、すなわち、いくらその後に最終処分行為をしても不可罰で
あるという非常識な結論となってしまう。覆土などによる埋め立てがあった場合、当然その前段階
として野積みや置く行為があるわけで、その段階で不法投棄罪はいわば完了してしまうというのは
到底首肯できない。平成18年判例は、覆土などによる埋め立て行為に至る前段階の野積み行為でも
不法投棄罪に当たるとしたにすぎない。同判例の趣旨を本件にも当てはめれば、先行行為も後行行
為も共に不法投棄罪に当たると解すべきである。」38。
　野積み行為を不法投棄罪に当たるとした場合、覆土行為も不法投棄罪を構成するかについては、
刑法理論上、とりわけ罪数論の観点から難しい問題を含んでいる。詳細な検討は今後の課題とせざ
るを得ないが、「捨てる」の意義に関し、とりわけ自然への還元という要素を不要とした場合、管
理放棄により侵害・危殆化される法益と自然への還元により侵害・危殆化される法益とにはズレが
37　評釈として、福山好典「判批」法時85巻２号（2013年）130頁、阿部鋼「判批」法学新報119巻11=12号（2013年）
121頁。
38　なお、最高裁は、委託を受けて他人の不動産を占有する者が、これにほしいままに抵当権を設定してその旨の登
記を了した後、その不動産につき、ほしいままに売却等による所有権移転行為を行ったという事案について、以
下のように述べて、後行する所有権移転行為について横領罪の成立を肯定した。すなわち、「委託を受けて他人
の不動産を占有する者が、これにほしいままに抵当権を設定してその旨の登記を了した後においても、その不動
産は他人の物であり、受託者がこれを占有していることに変わりはなく、受託者が、その後、その不動産につき、
ほしいままに売却等による所有権移転行為を行いその旨の登記を了したときは、委託の任務に背いて、その物に
つき権限がないのに所有者でなければできないような処分をしたものにほかならない。したがって、売却等によ
る所有権移転行為について、横領罪の成立自体は、これを肯定することができるというべきであり、先行の抵当
権設定行為が存在することは、後行の所有権移転行為について犯罪の成立自体を妨げる事情にはならないと解す
るのが相当である」（最大判平成15・４・23刑集57巻４号467頁）。
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生じうるように思われる。例えば、土壌への有害性を有する不要物を商店街の歩道上に放置する行
為とそれを土の中に埋める行為とを考えてみると、前者は「清潔な生活環境の破壊行為」39とはい
い得ても、それ自体、土壌汚染など生態学的環境の破壊を誘発するものではない。そうだとすれば、
野積み行為と覆土行為との間で別個の法益侵害ないし危殆化を観念できる場合はあり得るというこ
とになろう。野積み行為と覆土行為のいずれもが不法投棄罪を構成することは考えられると思われ
る（「生活環境」を個別に捉えれば、野積みした「廃棄物」をさらに別の場所に野積みする場合でも、
別個の法益侵害行為と捉えることは可能であろう）。問題は、むしろ、「捨てた」の解釈において自
然への還元という要素を不要とすることの当否にあるように思われる。
４．環境刑法という視座－結びに代えて－
　今日、刑法学研究の領域では、環境保護に関係する罰則規定を「環境刑法」という枠組で捉えて
対象化するのが一般的である40。そこでは、大気、土壌、水といった生態学的環境の保護と刑事規
制の在り方が、生態学的環境それ自体の法益性とともに、重要な論点を形成している。そして、本
稿が検討対象とした廃掃法罰則も、環境刑法を構成する罰則規定であると位置づけられる。
　廃掃法は、冒頭で述べたように、廃棄物の排出抑制とその適正な処理をし、ならびに生活環境を
清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とするものであり（廃
掃法１条）、生態学的環境の保護を直接の立法目的とするものではない。それゆえ、不法投棄罪の
解釈論において生態学的環境という視点を取り入れることには限界もあると思われるが41、生態学
的環境という意味での環境保護の観点を徹底するならば、立法論的には、規制の対象を「不要」性
ではなく、「有害」性の観点から捉えることが望ましいともいえよう。
　「廃棄物」の投棄を生態学的環境の保護という観点から捉える場合、刑事規制のあり方としては、
冒頭で述べた行政従属性のほかにも、どのような行為を可罰的行為として捉えていくかが問題とな
りうる。ドイツでは、個々の個別的行為が法益の侵害あるいは危殆化に至らなくても（つまり、一
つ一つの行為をそれ自体として捉えれば、環境への影響は極めて微弱な場合でも）、当該個別行為
がもし大量に行われたならば法益の侵害あるいは危殆化を惹起するような場合には、当該個別行為
を累積犯（Kumulationsdelikte）と捉えてその可罰性を肯定する見解も主張されている42。この「累
積犯」概念に対しては、理論的にさまざまな批判がなされているところであるが43、いずれにせよ、
39　前田・前掲注(25)92頁参照。
40　包括的な研究書として、中山ほか・前掲注(18)、伊東研祐『環境刑法研究序説』（2003年）、町野朔編『環境刑法
の総合的研究』（2003年）など。
41　生態学的環境の保護という視点を重視すれば、自然への還元という要素は「捨てた」の解釈における不可欠の要
件として考慮されるべきことになろう。
42　LotharKuhlen,DerHandlungserfolgderstrafbarenGewässerverunreinigung(§324StGB),GA1986,S.399.
43　「累積犯」概念に対する批判として、伊東・前掲注(40)38頁、金尚均「環境刑法における蓄積犯罪」龍谷法学34
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廃掃法罰則を契機とした環境刑法の理論的検討については他日を期したい。
巻３号（2001年）１頁以下参照。さらに、SilvaSánchez ,DieExpansiondesStrafrechts,2003,S.74ff.
